
　

　

　

　

第４回定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

連 結 注 記 表

個 別 注 記 表
（自 2017年３月１日 至 2018年２月28日）

　

　

　

連結計算書類の注記及び計算書類の注記につきましては、法令及び当社

定款第15条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイトに掲

載することにより株主の皆様に提供しております。
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連結注記表

1. 連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注

記

(1) 連結計算書類の作成基準

　当社の連結計算書類は、会社計算規則第120条第１項の規定により、国際会計基

準に準拠して作成しております。なお、本連結計算書類は同項後段の規定により、

国際会計基準で求められる開示項目の一部を省略しております。

(2) 連結の範囲に関する事項

連結子会社の数 ６社

連結子会社の名称

株式会社ベルシステム２４

株式会社ビーアイメディカル

株式会社ポッケ

株式会社BELL24･Cell Product

株式会社ベル･ソレイユ

CTCファーストコンタクト株式会社

　CTCファーストコンタクト株式会社については、新たに株式を取得したことに

より、当連結会計年度より連結の範囲に含めております。

(3) 持分法の適用に関する事項

持分法適用関連会社の数 １社

持分法適用関連会社の名称

Bellsystem24-Hoa Sao Joint Stock Company

　Bellsystem24-Hoa Sao Joint Stock Companyについては、新たに株式を取得

したことにより、当連結会計年度より持分法適用の範囲に含めております。
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(4) 会計方針に関する事項

① 重要な資産の評価基準及び評価方法

ⅰ 非デリバティブ金融資産

　当社グループは、営業債権を、これらの発生日に当初認識しております。その

他の全ての金融資産は、当社グループが当該金融資産の契約当事者となった取引

日に当初認識しております。

　非デリバティブ金融資産の分類及び測定モデルの概要は、以下のとおりであり

ます。

1) 償却原価で測定する金融資産

　金融資産は、以下の要件をともに満たす場合に償却原価で事後測定しており

ます。

・当社グループの事業モデルにおいて、当該金融資産の契約上のキャッシ

ュ・フローを回収することを目的として保有している場合

・契約条件が、特定された日に元本及び元本残高にかかる利息の支払いのみ

によるキャッシュ・フローを生じさせる場合

　償却原価で測定する金融資産は、公正価値に当該金融資産に直接帰属する取

引費用を加算した金額で当初認識しております。当初認識後、償却原価で測定

する金融資産の帳簿価額については実効金利法を用いて算定し、必要な場合に

は減損損失累計額を控除しております。

2) 償却原価で測定する金融資産の減損

　償却原価で測定する金融資産については、四半期毎に減損していることを示

す客観的な証拠が存在するかについての評価を行っております。金融資産につ

いては、客観的な証拠によって損失事象が当該資産の当初認識後に発生したこ

とが示され、かつ、当該損失事象によってその金融資産の見積将来キャッシ

ュ・フローにマイナスの影響が及ぼされることが合理的に予測できる場合に減

損すると判定しております。

　償却原価で測定する金融資産が減損していることを示す客観的な証拠には、

債務者による支払不履行又は滞納、当社グループが債務者に対して、そのよう

な状況でなければ実施しなかったであろう条件で行った債権の回収期限の延

長、債権者又は発行企業が破産する兆候、活発な市場の消滅等が含まれており

ます。
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　当社グループは、償却原価で測定する金融商品の減損の証拠を、個々の資産

毎に検討するとともに、全体としても検討しております。個々に重要な金融資

産については、個々に減損を評価しております。個々に重要な金融資産のうち

個別に減損する必要がないものについては、発生しているが未報告となってい

る減損の有無の評価を全体として実施しております。個々に重要でない金融資

産は、リスクの特徴が類似するもの毎にグルーピングを行い、全体としての減

損の評価を行っております。

　全体としての減損の評価に際しては、債務不履行の可能性、回収の時期、発

生損失額に関する過去の傾向を考慮し、現在の経済及び信用状況によって実際

の損失が過去の傾向より過大又は過少となる可能性を当社グループ経営者が判

断し、調整を加えております。

　償却原価で測定する金融資産の減損損失については、その帳簿価額と当該資

産の当初の実効金利で割り引いた将来キャッシュ・フローの見積りの現在価値

との差額として測定し、純損益で認識しております。減損を認識した資産に対

する利息は、時の経過に伴う割引額の割戻しを通じて引き続き認識しておりま

す。減損損失認識後に減損損失を減額する事象が発生した場合は、減損損失の

減少額を純損益で戻し入れております。

3) 純損益を通じて公正価値で測定する金融資産

　資本性金融商品に対する投資を除く金融資産で上記の償却原価で測定する区

分の要件を満たさないものは、公正価値で測定し、その変動を純損益で認識し

ております。

　資本性金融商品に対する投資は、公正価値で測定し、その変動を純損益で認

識しております。ただし、当社グループが当初認識時に公正価値の変動をその

他の包括利益に計上するという選択（撤回不能）を行う場合は、この限りでは

ありません。

　純損益を通じて公正価値で測定する金融資産は、当初認識時に公正価値で認

識し、取引費用は発生時に純損益で認識しております。
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4) その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産

　当社グループは当初認識時に、資本性金融商品に対する投資における公正価

値の変動をその他の包括利益で認識するという選択（撤回不能）を行う場合が

あります。当該選択は、売買目的以外で保有する資本性金融商品に対してのみ

認められております。

　その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産は、公正価値に、取

得に直接起因する取引費用を加算した金額で当初認識しております。当初認識

後は公正価値で測定し、公正価値の変動は「その他の包括利益を通じて公正価

値で測定する金融資産で生じた利得（損失）」として、その他の資本の構成要

素に含めております。

　資本性金融商品の認識を中止した場合、その他の資本の構成要素の残高は直

接利益剰余金に振り替え、純損益では認識しておりません。

ⅱ デリバティブ

　当社グループには、ヘッジ目的で保有しているデリバティブのうちヘッジ会計

の要件を満たしていないものがあります。これらのデリバティブの公正価値の変

動は全て即時に純損益で認識しております。
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ⅲ 非金融資産の減損

　繰延税金資産を除く、当社グループの非金融資産については、四半期毎に減損

の兆候の有無を判定しております。減損の兆候が存在する場合、当該資産の回収

可能価額を見積もっております。のれん及び耐用年数を確定できない無形資産に

ついては、減損の兆候の有無に係わらず、少なくとも年に１度、毎年同じ時期

に、減損テストを実施しております。

　資産又は資金生成単位の回収可能価額は、使用価値と売却費用控除後の公正価

値のうち、いずれか高い金額としております。使用価値の算定において、将来見

積キャッシュ・フローは、貨幣の時間的価値及び当該資産の固有のリスクを反映

した税引前の割引率を用いて、現在価値に割り引いております。資金生成単位に

ついては、継続的に使用することにより他の資産又は資産グループから、概ね独

立したキャッシュ・フローを生み出す最小単位の資産グループとしております。

のれんの資金生成単位については、のれんが内部報告目的で管理される単位に基

づき決定しますが、原則として各社を資金生成単位としております。

　全社資産は独立したキャッシュ・フローを生み出していないため、全社資産に

減損の兆候がある場合、全社資産が帰属する資金生成単位の回収可能価額を算定

しております。

　減損損失は、資産又は資金生成単位の帳簿価額が回収可能価額を超過する場合

に、純損益で認識しております。資金生成単位に関連して認識した減損損失は、

まずその単位に配分されたのれんの帳簿価額を減損するように配分し、次に資金

生成単位内の資産の帳簿価額を比例的に減額するように配分しております。

　のれんに関連する減損損失については、戻し入れを行っておりません。過去に

認識したその他の資産の減損損失については、四半期毎に、損失の減少又は消滅

を示す兆候の有無を判断しております。減損損失については、減損損失を認識し

なかった場合の帳簿価額から必要な減価償却費又は償却費を控除した後の帳簿価

額を超えない金額を上限として、戻し入れを行っております。
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② 重要な有形固定資産及び無形資産の評価基準、評価方法及び減価償

却方法

ⅰ 有形固定資産

　有形固定資産は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した

価額で表示されております。取得原価には資産の取得に直接起因する費用、資産

の解体及び除去費用、ならびに原状回復費用の当初見積額が含まれております。

当初認識後の測定モデルとして原価モデルを採用しております。

　有形固定資産の構成要素の耐用年数が構成要素毎に異なる場合は、それぞれ別

個の有形固定資産項目として計上しております。

　減価償却費は償却可能価額をもとに算定しております。償却可能価額は、資産

の取得原価から残存価額を差し引いて算出されております。

　減価償却は、有形固定資産の各構成要素の見積耐用年数に基づき定額法にて実

施しております。主要な有形固定資産の見積耐用年数は、以下のとおりでありま

す。

・建物及び構築物 ２年～41年

・工具、器具及び備品 ２年～20年

　減価償却方法、耐用年数及び残存価額は、連結会計年度末毎に見直しを行い、

必要に応じ改定をしております。

ⅱ 無形資産

1)のれん

　のれんは取得当初において、移転対価と非支配持分として認識された金額及

び以前に保有していた資本持分の総額が、識別可能な取得資産及び引受負債の

純額を超過した差額として測定されます。取得した純資産の公正価値が移転対

価の総額を上回る場合、当社グループは、全ての取得資産及び引受負債を正し

く識別しているかを再検討し、取得日時点で認識した金額を測定するために用

いた手続を見直しております。再検討を行ってもなお、取得した純資産の公正

価値が移転対価の総額を上回る場合には、その超過額を利得として純損益に認

識しております。

　資産計上したのれんは、取得原価から減損損失累計額を控除して測定してお

ります。
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2) ソフトウェア

　当社グループは、主として内部利用目的のソフトウェアを購入又は開発する

ための特定のコストを支出しております。新しい科学的又は技術的知識の獲得

のために行われる研究活動に対する支出は、発生時に費用化しております。開

発活動による支出については、信頼性をもって測定可能であり、技術的に実行

可能であり、将来の経済的便益を得られる可能性が高く、当社グループが開発

を完成させ、当該資産を使用又は販売する意図及びそのための十分な資源を有

している場合にのみ、ソフトウェアとして認識しております。

　資産計上したソフトウェアは、取得原価から償却累計額及び減損損失累計額

を控除して測定しております。

3) 顧客関連資産

　当社グループは、企業結合により取得し、のれんとは区分して認識した顧客

関連資産を取得日の公正価値で計上しております。

　資産計上した顧客関連資産は、取得原価から償却累計額及び減損損失累計額

を控除して測定しております。

4) その他の無形資産

　当社グループが取得したその他の無形資産で有限の耐用年数が付されたもの

については、取得原価から償却累計額及び減損損失累計額を控除して測定して

おります。

5) 償却

　償却費は、資産の取得原価に基づいております。無形資産の償却は、当該資

産が使用可能な状態になった日から見積耐用年数に基づき定額法にて実施して

おります。なお、耐用年数を確定できない無形資産はありません。

　主要な無形資産の見積耐用年数は、以下のとおりであります。

・ソフトウェア ５年

・顧客関連資産 13年～15年

　償却方法、耐用年数及び残存価額は、連結会計年度末毎に見直しを行い、必

要に応じて改定しております。
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ⅲ リース資産

　当社グループがリース資産の借手である場合、リース資産の所有に伴う全ての

リスク及び経済価値が当社グループに実質的に移転されるファイナンス・リース

については、リース期間の起算日におけるリース資産は公正価値、若しくは最低

リース料総額の現在価値のいずれか低い金額で資産計上されます。

　リース資産はその耐用年数にわたり減価償却されております。しかしながら、

当社グループがリース期間の終了時までに所有権を取得することに合理的な確実

性がない場合、当該資産はその見積耐用年数又はリース期間のうちいずれか短い

方の期間で減価償却されております。

③ 重要な引当金の計上基準

　引当金は、当社グループが過去の事象の結果として現在の債務（法的又は推定

的）を有しており、当該債務を決済するために経済的便益を有する資源の流出が

生じる可能性が高く、当該債務の金額について信頼性のある見積りが可能である

場合に認識されます。

　貨幣の時間的価値の影響に重要性がある場合、引当金は、当該負債に特有のリ

スクを反映させた現在の税引前割引率を用いて割り引かれます。割引計算が行わ

れる場合、時の経過による引当金の増加は金融費用として認識されます。

④ 従業員給付

ⅰ 確定拠出年金制度

　当社グループの従業員を対象に確定拠出年金制度を採用しております。確定拠

出制度は、雇用主が一定額の掛け金を他の独立した事業体に拠出し、その拠出額

以上の支払いについては法的又は推定債務を負わない退職後給付制度でありま

す。確定拠出型の退職後給付制度に係る費用は、従業員が拠出額に対する権利を

得る勤務を提供した時点で費用として認識しております。

ⅱ 短期従業員給付

　短期従業員給付については、割引計算は行わず、関連するサービスが提供され

た時点で純損益として認識しております。賞与の支払及び有給休暇費用について

は、法的、若しくは推定的な債務を有し、信頼性をもって見積ることができる場

合に、それらの制度に基づいて支払われると見積られる額を負債として認識して

おります。
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ⅲ その他の長期従業員給付

　退職後給付以外のその他の長期従業員給付に対する債務は、従業員が各連結会

計年度において提供したサービスの対価として獲得した将来給付額を現在価値に

割り引くことによって算定しております。

　

⑤ 重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

ⅰ 外貨建取引

　外貨建取引は、取引日における為替レートで機能通貨に換算しております。期

末日における外貨建貨幣性資産及び負債は、期末日の為替レートで機能通貨に再

換算しております。公正価値で測定される外貨建非貨幣性資産及び負債は、当該

公正価値の算定日における為替レートで機能通貨に再換算しております。

　換算又は決済により生じる為替差額は純損益で認識しております。ただし、非

貨幣性項目に係る利益又は損失がその他の包括利益で認識される場合は、為替差

額もその他の包括利益で認識しております。

ⅱ 在外営業活動体

　在外営業活動体の資産及び負債（取得により発生したのれん及び公正価値の調

整を含む）については期末日の為替レート、収益及び費用については期中の平均

為替レートで日本円に換算しております。

　在外営業活動体の財務諸表の換算により生じる為替換算差額は、その他の包括

利益で認識し、累計額はその他の資本の構成要素に含めております。在外営業活

動体が処分される場合は、当該在外営業活動体に関連した為替換算差額の累計額

を純損益へ振り替えております。

　

⑥ 消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。
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2. 連結財政状態計算書に関する注記

(1) 資産から直接控除した貸倒引当金

営業債権 68百万円

その他の短期金融資産 27百万円

(2) 資産に係る減価償却累計額

有形固定資産 10,822百万円

　なお、減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。

(3) 財務制限条項

① コミットメントライン契約

　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社とのコミットメントライン契約に基づく借入金

（帳簿価額2,600百万円）について、以下の財務制限条項が付されております。

ⅰ 連結会計年度末及び第２四半期連結会計期間末における連結純資産を直前決

算期末の75％以上とすること。

ⅱ 連結会計年度及び第２四半期連結累計期間において、２期連続で連結税引前

損失とならないようにすること。

② 2017年３月31日付金銭消費貸借契約

　国内金融機関７社との金銭消費貸借契約に基づく借入金（帳簿価額20,925百万

円）の一部について、以下の財務制限条項が付されております。

ⅰ 連結純資産を2016年２月期末、2017年２月期末又は直前決算期末のいずれか

高い金額の75％以上とすること。

ⅱ ２期連続で連結営業損失、連結税引前損失、連結当期損失とならないように

すること。

③ 2017年11月30日付金銭消費貸借契約及びコミットメントライン契約

　株式会社みずほ銀行をエージェントとする金銭消費貸借契約及びコミットメン

トライン契約に基づく借入金（帳簿価額31,471百万円）について、以下の財務制

限条項が付されております。

ⅰ 連結純資産を2017年２月期末の75%及び直前決算期末の75%のいずれか高い方

の金額以上に維持すること。

ⅱ ２期連続で連結当期損失とならないようにすること。
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④ 2017年11月30日付及び2018年２月28日付金銭消費貸借契約

　国内金融機関７社との金銭消費貸借契約に基づく借入金（帳簿価額17,979百万

円）の一部について、以下の財務制限条項が付されております。

ⅰ 連結純資産を2017年２月期末又は直前決算期末のいずれか高い金額の75％超

とすること。

ⅱ ２期連続で連結営業損失、連結税引前損失、連結当期損失とならないように

すること。

3. 連結持分変動計算書に関する注記

(1) 当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

普通株式 73,617,320株

(2) 配当に関する事項

① 配当金支払額

決議
株式の
種 類

配当の
原 資

配当金
の総額

１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

2017年５月26日
定時株主総会

普通株式
利 益
剰余金

1,318
百万円

18円 2017年２月28日 2017年５月29日

2017年10月11日
取締役会

普通株式
利 益
剰余金

1,318
百万円

18円 2017年８月31日 2017年11月14日

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が

翌連結会計年度となるもの

　2018年５月25日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事

項を以下のとおり提案しております。
　

決議予定
株式の
種 類

配当の
原 資

配当金
の総額

１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

2018年５月25日
定時株主総会

普通株式
利 益
剰余金

1,325
百万円

18円 2018年２月28日 2018年５月28日

　

　

(3) 当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来してい

ないものを除く。）の目的となる株式の種類及び数

普通株式 927,741株

― 11 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2018年04月19日 14時45分 $FOLDER; 12ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



4. 金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

　当社グループの資金運用については、信用リスク、市場リスク、流動性リスク

等の各種リスクを十分考慮した元本の安全性確保及び資金の効率的活用を取り組

み方針としております。また、資金調達についてはその時々の経済環境等の要因

を勘案し、直接金融や間接金融等の調達手段の中から最適と考えられる調達手段

を選択していくことを取り組み方針としております。

① 信用リスク

1）金融商品に係る信用リスクの概要

　信用リスクとは、金融商品契約又は顧客契約上の相手方がその債務を履行せ

ず、財務上の損失を被るリスクであります。当社グループは、営業活動から生じ

る信用リスク（主に営業債権、敷金及び保証金）と、銀行及び金融機関への預

金、その他の金融商品を含む財務活動から生じる信用リスクにさらされておりま

す。

　当社グループは、事業に必要な設備投資資金及び短期的な運転資金を主に自己

資金と銀行等金融機関からの借入により調達しております。一時的な余資は安全

性の高い金融資産で運用しており、デリバティブ取引は、借入金の金利変動リス

クを回避するための利用に限定し、投機的な取引を行わない方針であります。

　営業債権の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図っておりま

す。

2）金融商品に係る信用リスクの管理体制

　営業債権の顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿って法務・コンプライアン

ス部で取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引先毎の残高管理及び財務状

況の悪化等による回収懸念の早期把握を行うことにより、貸倒リスクの軽減を図

っております。連結子会社についても、当社グループの与信管理規程に準じて同

様の管理を行っております。

3）信用リスクに対するエクスポージャー

　連結財政状態計算書に表示されている金融資産の減損後の帳簿価額は、獲得し

た担保の評価額を考慮に入れない、当社グループの金融資産の信用リスクに対す

るエクスポージャーの最大値であります。
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② 市場リスク

1）金融商品に係る市場リスクの概要

　当社グループの活動は、主に経済環境・金融市場環境が変動するリスクにさら

されております。金融市場環境が変動するリスクとして、具体的には為替変動リ

スク、金利変動リスク及び価格変動リスクがあります。

　当社グループが行う外貨による取引は限定的であるため、為替変動リスクの影

響は軽微であります。

　当社グループにおいて、主要な金融負債は金融機関からの借入であり、このう

ち変動金利による借入は、金利変動リスクにさらされております。

　当社グループが保有する金融資産のうち、市場リスクにさらされているもの

は、主として投資有価証券がありますが、保有する上場株式は少額なため価格変

動リスクの影響は軽微であります。

2）金融商品に係る市場リスクの管理体制

　借入金は、運転資金（主として短期）及び企業再編のための資金（長期）であ

ります。短期借入金、長期借入金ともに借入条件を適宜見直し、金利変動リスク

の低減を図っております。

③ 流動性リスク

1）金融商品に係る流動性リスクの概要

　流動性リスクとは、当社グループが期限の到来した金融負債の返済義務を履行

するにあたり、支払期日にその支払を実行できなくなるリスクであります。

2）金融商品に係る流動性リスクの管理

　当社グループは主に借入金により資金を調達しておりますが、資金繰計画を作

成する等の方法により管理しております。なお、流動性リスクに備えるため、当

社グループは国内の大手金融機関との間でコミットメントライン契約及び当座貸

越契約（いずれも短期借入枠）を締結しております。
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(2) 金融商品の公正価値に関する事項

　当連結会計年度末における連結財政状態計算書計上額、公正価値及びこれらの

差額については、以下のとおりであります。
(単位：百万円)

区分
連結財政状態
計算書計上額

公正価値 差額

（金融資産）

現金及び現金同等物 5,324 5,324 ―

営業債権 18,477 18,477 ―

その他の短期金融資産 277 277 ―

その他の長期金融資産

　敷金及び保証金 3,651 3,648 △3

　有価証券（資本性金融商品） 1,563 1,563 ―

資産計 29,292 29,289 △3

（金融負債）

営業債務 4,618 4,618 ―

借入金

　短期借入金 7,200 7,200 ―

　１年内返済予定の長期借入金 2,936 2,936 ―

その他の短期金融負債 243 243 ―

長期借入金 66,276 66,839 563

その他の長期金融負債 710 710 ―

負債計 81,983 82,546 563

　上記の公正価値の算定方法は、以下のとおりであります。

① 現金及び現金同等物、営業債権、その他の短期金融資産、営業債

務、短期借入金、その他の短期金融負債

　満期又は決済までの期間が短いため、連結財政状態計算書計上額は公正価値と

近似しております。
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② 敷金及び保証金

　償還時期を見積もり、安全性の高い長期債券の金利を使用した将来キャッシ

ュ・フローの現在価値により算定しております。

③ 有価証券（資本性金融商品）

　取引所に上場されている銘柄は、取引所における相場価格により算定しており

ます。取引所に上場していない銘柄は、当該投資先の将来の収益性の見通し及び

対象銘柄における純資産価額、当該投資先が保有する主要資産の定量的情報等を

総合的に考慮し算定しております。

④ １年内返済予定の長期借入金、長期借入金及びその他の長期金融負

債

　帳簿価額と公正価値がほぼ同額であるとみなされる変動金利付債務を除く１年

内返済予定の長期借入金、長期借入金及びその他の長期金融負債は、同様の契約

条項での市場金利を使用した将来のキャッシュ・フローの現在価値により算定し

ております。

5. １株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり親会社所有者帰属持分 590円61銭

(2) 基本的１株当たり当期利益 76円39銭

(3) 希薄化後１株当たり当期利益 75円87銭
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6. 企業結合に関する注記

(1) 企業結合の概要

　当社は、ＢＰＯ分野でのビジネス拡大を目的に、2017年５月26日開催の取締役

会においてＣＴＣファーストコンタクト株式会社の発行済株式の51.0%を取得す

ることを決議いたしました。2017年５月30日付で株式譲渡契約を締結し、2017年

７月３日付で株式の取得が完了しております。

(2) 被取得企業の名称等

商号 ＣＴＣファーストコンタクト株式会社

所在地 東京都世田谷区駒沢一丁目16番7号

代表者の役職・氏名 代表取締役 千代 和幸

主な事業内容 サービスデスク・コンタクトセンター運用サービス

資本金 50百万円

(3) 企業結合日

2017年７月３日

(4) 企業結合の法的形式

現金による株式の取得

(5) 取得した議決権付資本持分の割合

51.0%
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(6) 取得日における識別可能な資産・負債の公正価値、のれん等

　移転された対価の公正価値、非支配持分、識別可能な資産・負債の公正価値及

び発生するのれんは以下の通りであります。

(単位：百万円)

移転された対価 935

非支配持分 230

合計 1,165

流動資産

　現金及び現金同等物 183

　営業債権 163

　その他 17

非流動資産

　有形固定資産 77

　顧客関連資産 575

　その他の無形資産 20

流動負債 △354

非流動負債 △211

識別可能な純資産の公正価値 470

のれん 695

合計 1,165

① 取得した債権

　取得した営業債権及びその他の債権の公正価値は163百万円であります。契約

上の未収金額の総額は163百万円であり、回収が見込まれない契約上のキャッシ

ュ・フローの見積りはありません。

② 発生したのれんの金額等

　発生したのれんの金額は695百万円であります。税務上損金算入可能と見込ま

れる金額はありません。

　当該企業結合により生じたのれんは、主に超過収益力及び既存事業とのシナジ

ー効果を反映したものであります。
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③ 非支配持分

　被取得企業の識別可能な純資産の公正価値に対する持分割合相当額により、被

取得企業に対する非支配持分を測定しております。

④ 取得関連費用

　当該企業結合に係る取得関連費用として、18百万円を「販売費及び一般管理

費」に計上しております。

⑤ 移転された対価の種類・総額

　現金 935百万円

(7) 被取得企業の売上収益及び利益

　当期の連結損益計算書に含まれる支配獲得日以降における内部取引消去前の被

取得企業の売上収益、当期利益については、重要性が乏しいため記載を省略して

おります。

(8) プロフォーマ情報

　期首時点で企業結合を行ったと仮定した場合のプロフォーマ情報（非監査情

報）は、連結計算書類に対する影響額に重要性が乏しいため記載を省略しており

ます。

7. 重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。
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個別注記表

1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

① 子会社株式

　移動平均法による原価法

② その他有価証券

・時価のあるもの

　期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算定）

・時価のないもの

　移動平均法による原価法

③ デリバティブ

　時価法

(2) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く。）

　定額法

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 ２～18年

器具及び備品 ２～20年

② 無形固定資産（リース資産を除く。）

　定額法

　なお、のれんについては、効果の発現する期間を合理的に見積もり、償却期間

（20年）の定額法によっております。

　また、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年

以内）に基づく定額法によっております。

③ リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース

期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
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(3) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金

　金銭債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については過去の一定期

間における貸倒実績から算出した貸倒実績率による繰入額のほか、貸倒懸念債権

等については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金

　従業員への賞与支給に備えるため、支給見込額のうち当事業年度に負担すべき

額を計上しております。

③ 役員賞与引当金

　役員への賞与支給に備えるため、支給見込額のうち当事業年度に負担すべき額

を計上しております。

(4) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

① 消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

② 端数処理

　記載金額は百万円未満の端数を四捨五入して表示しております。

(5) 追加情報

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26

号 平成28年３月28日）を当事業年度から適用しております。
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2. 貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 10,949百万円

　

(2) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 2,491百万円

短期金銭債務 33百万円

3. 損益計算書に関する注記

　 関係会社との取引高

　営業取引による取引高

営業収益 17,121百万円

営業費用 126百万円

　営業取引以外の取引による取引高 296百万円

4. 株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末における自己株式の数

該当事項はありません。
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5. 税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳
繰延税金資産

資産除去債務否認額 464百万円

繰越欠損金 127百万円

繰延資産償却超過額 103百万円

未払事業税 74百万円

減価償却超過額 52百万円

賞与引当金否認額 45百万円

固定資産除却損 39百万円

未払費用否認額 24百万円

貸倒引当金否認額 24百万円

繰延消費税否認額 7百万円

その他 26百万円

繰延税金資産 小計 985百万円

評価性引当額 △301百万円

繰延税金資産 合計 684百万円

繰延税金負債

投資有価証券 △381百万円

資産除去費用否認額 △164百万円

その他有価証券評価差額金 △1百万円

繰延税金負債 合計 △546百万円

繰延税金資産の純額 138百万円
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6. 関連当事者との取引に関する注記

子会社及び関連会社等
(単位：百万円)

　

種 類 会社等の名称

議決権等
の所有
(被所有)
割合

関連当事者
との関係

取引内容 取引金額 科 目 期末残高

子会社 ㈱ベルシステム２４
所有
直 接
100％

資金の借入
役員の
兼任等

経営指導等
設備の賃貸

資金の借入
（注１）

56,300 － －

消費寄託金
の受入
（注１）

13,300
関係会社
預り金

13,300

利息の
支払

265 － －

配当金の
受取

8,000 － －

経営指導
及び

設備賃貸
（注２）

8,952 売掛金 1,644

　

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）１．借入金利、消費寄託金の受入に伴う金利については、市場金利を参考に決定しておりま

す。
２．経営指導料及び設備賃貸料は市場価格、業務内容及び業績等を参考に契約により取引条件

を決定しております。
３．上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まず、期末残高には消費税等を含んでおりま

す。

7. １株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 798円29銭

(2) １株当たり当期純利益 41円70銭

8. 重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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